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事業事前評価表 

 

国際協力機構地球環境部防災第二課 

１．案件名  

国 名：  エルサルバドル共和国 

案件名： 公共インフラ強化のための気候変動・リスク管理戦略局支援プロジェクト 

英名: The Project for Capacity Development of the Department of Climate Change 

Adaptation and Strategic Risk Management for Strengthening of Public Infrastructure 

in El Salvador 

 

２．事業の背景と必要性  

（1）当該国における防災セクターの現状と課題 

エルサルバドル共和国（以下、「エルサルバドル」）は、その地理的な条件により、

ハリケーン、熱帯低気圧、地震、火山等、各種の自然災害の影響を受けやすく、特に、

近年では集中豪雨による被害が顕著であり、気候変動の影響も指摘されている。 

世界銀行が 2005 年にまとめた“Natural disaster hotspots: a global risk analysis”に

よると、エルサルバドルの国土面積の 88.7％、国民の 95.4％、GDP の 96.4％は 2 種

類以上の災害種のリスクに晒されているとされており、この割合の高さは GDP に対す

るリスクを基準とすると世界第 2 位（面積と人口を基準にしても世界第 3 位）である。

被災者数や経済被害の大きな災害は地震であり、近年では 1986 年と 2001 年に

1,000 人前後の死者を出す大地震が起きている。また、頻度が高いのは、ハリケーン

や熱帯低気圧による洪水や暴風雨であり、1998 年のハリケーンミッチにより 287 人の

死者を出しているほか、過去 5 年間だけをとってみても、ハリケーンスタン（2005 年）、

熱帯低気圧アイダ（2009 年）、熱帯低気圧アガサ、アレックス（2010 年）が被害をもた

らしており、平均すると 2 年に 1 回の割合で洪水が発生している（世界的な災害データ

ベースである EM－DAT による）。気候変動に関する政府間パネル（IPCC）が 2007 年

に発表した第四次評価報告書等によれば、気候変動の影響として、気温の上昇に伴

う強力な熱帯低気圧やハリケーンの発生、降雨パターンの変動、旱魃や豪雨が起こ

りやすくなる可能性、エルニーニョ/ラニーニャ現象への影響などが懸念されている。 

ハリケーンや熱帯低気圧は、人的被害をもたらすだけでなく、橋梁や道路、排水施

設等のインフラにも大きな被害を与えているほか、各所で地すべりや土砂崩れを起こ

し、人々の生活や経済活動に大きな影響を与えている。エルサルバドル政府の予算

的、技術的な制約から、被害を受けたインフラ施設の復旧や既存インフラの災害軽減

に関する十分な対策が取られておらず、このことが更なる被害の拡大に繋がっている。

特に、エルサルバドル政府は、災害後の復旧への対応に比べて事前の予防が十分

でない点を課題と認識しており、予防対策を強化したいとしている。 

 

（2）当該国における防災セクターの開発政策と本事業の位置づけ 

2010 年 6 月、フネス政権が発表した 2010 年～2014 年の国家 5 ヶ年計画（Plan 

Quinquenal de Desarrollo）では、9 つの国家戦略の一つとして、「環境の劣化を回復し、

環境的に模範となる国となり、人的、自然的な脆弱性を低減する」、優先 10 分野の一

つとして、「長期的見地からの環境リスク対策、熱帯低気圧アイダ（2009 年）を始めと
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する天災及び人災により損傷したインフラ、生産、社会組織の復興」、10 の到達目標

の一つとして、「災害復興、早期警報システム等による防災体制の整備」を掲げてお

り、環境リスクと自然災害による脆弱性に対する対策は、エルサルバドルの国家政

策・国家開発において主要な位置を占めている。 

公共事業・運輸・住宅都市開発省（以下、「MOP」という。）では、上記国家 5 ヶ年計

画に従い、インフラ分野の防災対策を強化するため、2010 年 12 月、大臣直属の組織

として、気候変動・リスク管理戦略局（Dirección de Adaptación al Cambio Climático y 

Gestión Estratégica del Riesgo: 以下「DACGER」という。）を発足させた。DACGER は、

現在の公共インフラに見られる脆弱性を特定し、危険個所を継続的に監視することを

役割としており、エルサルバドル政府は、2010 年に我が国に対し、DACGER の能力

強化を内容とする技術協力を要請した。本プロジェクトが支援する DACGER の強化に

は、インフラの防災の強化、災害後の緊急対応の強化ならびに技術者の育成体制の

整備が含まれており、エルサルバドルのリスク緩和と脆弱性の低減に寄与するものと

位置づけられる。 

 

(3)防災セクターに対する我が国及び JICA の援助方針と実績 

「防災」は、我が国の ODA の重点課題「地球規模の問題の取り組み」の一つ1に挙

げられており、「防災協力イニシアティブ」は、我が国の「分野別開発政策」の一つ2で

ある。自然災害は毎年世界各国に様々な形で深刻な被害を及ぼす地球規模の問題

であり、度重なる被害により人々の生活や経済社会の開発が阻害される悪循環を断

つことは、貧困削減、持続可能な開発を実現する上でも重要な前提条件の一つとさ

れる。また、我が国が展開する「復興外交」3において、地震や津波を始めとする防災

対策や緊急援助隊を含む災害対策のノウハウを伝えるための支援拡充が謳われて

いる。 

JICA のエルサルバドルでの取り組みでは、援助重点分野に「持続的環境開発のた

めの環境保全」、開発課題に「気候変動及び環境への対応」を掲げており、本プロジ

ェクトはJICA協力プログラムの「防災体制の強化」に属する。DACGERの強化支援は、

気候変動に率先して取り組む我が国の基本政策、JICA 活動方針に合致する。 

エルサルバドルに対する JICA の防災分野の協力実績としては、「耐震普及住宅の

建築普及技術改善プロジェクト」（2003 年～2008 年）、「低・中所得者向け耐震住宅の

建築技術・普及体制改善プロジェクト」（2009 年～2012 年）、「中米広域防災能力向上

プロジェクト」（2007 年～2012 年）がある。また、環境プログラム無償「気候変動による

自然災害対応能力向上計画」（2009 年度 E/N 締結）では、MOP の防災・復旧能力強

化に貢献する重機等を供与した。インフラ建設では、円借款「道路整備事業（2004 年

12 月貸付完了）、無償資金協力「主要幹線上橋梁緊急復旧計画」（2001 年度 E/N 署

名）等を実施しているほか、円借款の案件形成を目的として、「幹線道路整備事業準

備調査」を実施中である。 

 

 
                                                   
1 外務省 HP (http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/bunya/index.html) 
2 外務省 HP (http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/bunya/zu.html#2) 
3 外務省 HP (http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/seisaku/pdfs/23_jyuten.pdf)内、「平成 23 年度

国際協力重点方針」重点①「津波対策の世界との共有」の具体的内容に該当 
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（4）他の援助機関の対応 

中米経済統合銀行（CABEI）は、エルサルバドルのインフラ分野の主要ドナーとして、

MOP と道路保全基金（FOVIAL）を対象とした 9 ヶ所のリスク緩和プロジェクトを含む

「社会インフラ開発と脆弱性の緩和プログラム」を実施中であり(3,170 万ドル)、多くの

橋梁や道路の復旧・整備への支援を行っている。 

米州開発銀行（IDB）は、「開発のための農道」プロジェクト(3,500 万ドル)及び「北東

部の農村の連絡道路」プロジェクト(1,500 万ドル)を行い、脆弱なインフラの強化を支

援している。 

国連開発計画（UNDP）は、「サンサルバドル都市圏気候変動対応インフラ開発促

進」プロジェクト(4,870 万ドル)を実施し、公共投資の改善を支援している。 

 

３．事業概要  

（1）事業目的（協力プログラムにおける位置づけを含む） 

本事業は気候変動適応策に位置づけて実施し、エルサルバドル国内において、イ

ンフラ強化事業が推進される体制整備、自然災害発生時の被害調査、緊急復旧作

業の実施体制整備及び国内の公共インフラ建設に関わる技術者育成のための体制

整備を行うことにより、気候変動・リスク管理戦略局の能力強化を図り、もって、公共

インフラの災害適応力の強化に寄与するものである。 

これにより、エルサルバドル国内の公共インフラの防災強化に関する中・長期計画

の適時の更新、災害発生時の被害調査や緊急復旧の迅速化等が期待され、エルサ

ルバドルの防災能力の向上が見込まれる。 

 

（2）プロジェクトサイト／対象地域名 

サンサルバドル市及びその周辺地域 

 

（3）本事業の受益者（ターゲットグループ） 

DACGER の技術者及び研修を受講する土木関係技術者 

 

（4）事業スケジュール（協力期間） 

2012 年 1 月～2015 年 1 月を予定 （計 36 か月） 

 

（5）総事業費（日本側） 

約 3.5 億円（予定） 

 

（6）相手国側実施機関 

公共事業・運輸・住宅都市開発省（MOP） 

 

（7）投入（インプット） 

1）日本側 

・ 専門家： チーフアドバイザー/組織能力強化、斜面保護、橋梁、都市排水、洪

水管理、業務調整 

・ 供与機材： 車（ピックアップ）、測量機材（レーザー距離計、GPS 測量器）、シ

ュミットハンマー、鉄筋腐食分析機、屈折地震探査法機器、垂直電気探査機
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器、排水管内検査テレビカメラ、フィールド用 PC、フィールド用カメラ、フィール

ド用ビデオカメラ、水位計、標準貫入試験装置、分析・設計ソフトウエア 

・ 本邦研修 

日本のインフラ防災強化や緊急復旧、技術者育成等への取り組みを理解し、

アクションプランの作成を行う研修を想定。 

・ 近隣国との技術交換 

ホンジュラスにおいて実施中の無償資金協力「首都圏地すべり防止計画」の

建設サイトの視察とソフトコンポーネントの成果を活用した技術交換を想定。 

・ プロジェクト活動費 

 

2）エルサルバドル国側 

・ カウンターパート(DACGER)への適切な人員の配置 

・ 予算の確保 

- カウンターパート人件費（必要な給与、手当等） 

- 供与機材の調達に必要な通関、保管、内国輸送の経費、維持管理費 

- 災害発生時の緊急復旧作業に必要な経費 

・ プロジェクトオフィスの提供 

- 供与機材の保管に必要なスペース 

- 専門家の執務スペースと必要なオフィス家具等 

- 研修のための会議室 

・ プロジェクト活動に必要なデータ、情報の提供 

 

（8）環境社会配慮・貧困削減・社会開発 

1)環境に対する影響/用地取得・住民移転 

① カテゴリ分類（A,B,C を記載） C 

② カテゴリ分類の根拠： 本プロジェクトは、「国際協力機構環境社会配慮ガイ

ドライン」（2010 年 4 月公布）上、環境への望ましくない影響は、最小限と考え

られるため。 

2)ジェンダー・平等推進／平和構築・貧困削減 

特になし。 

3)その他 

特になし。 
 

（9）関連する援助活動 

1）我が国の援助活動 

エルサルバドルを含む中米 6 ヶ国では、「中米広域防災能力向上プロジェクト」

（BOSAI プロジェクト）を実施中であり、同プロジェクトがコミュニティ防災の強化を

通じて「市民の災害に対する備え」を強化することを目的としているのに対し、本

プロジェクトは「公共インフラの災害に対する備え」を強化するものである。この双

方のアプローチが車の両輪となり、日本の防災分野の支援の基軸を成す構想で

ある。 
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また、本プロジェクトは、環境プログラム無償「気候変動による自然災害対処能

力向上計画（2009 年度 E/N 締結）に続く、気候変動適応策支援と位置付けること

ができる。 

さらに、本プロジェクトはエルサルバドルを対象とするが、将来的にはエルサル

バドルのイニシアティブにより域内各国に成果を波及させるというエルサルバドル

側の将来構想を踏まえて、本プロジェクトでは、域内関係者を招聘したセミナーの

開催や、ホンジュラスにおける我が国無償資金協力「首都圏地滑り防止計画」と

の技術交換などを計画しており、域内協力の素地の形成に貢献していく予定であ

る。 

加えて、エルサルバドルでは、有償資金協力「道路整備事業」(2004 年 12 月貸

付完了)を行い、エルサルバドル内の 2 大橋梁の再建や首都圏近郊の道路整備

を支援しているとともに、協力準備調査により、円借款を念頭に置いた「幹線道路

整備事業」の案件形成を実施している。本プロジェクトは、これら橋梁、道路の維

持管理及び自然災害による被害発生時の復旧作業の迅速化・適正化に寄与す

ることが見込まれ、円借款事業による開発効果の一層の発現に貢献することが

期待できる。 

 

2）他ドナー等の援助活動 

エルサルバドルで活動するドナーは、気候変動への脆弱性緩和や公共インフ

ラの強化について、エルサルバドル内に高いニーズがあると認識している。本プ

ロジェクトにより、①災害リスクの高いインフラのインベントリー作成、②リスク評

価、③優先順位を付した防災強化のための中・長期計画策定、④インフラの防災

強化のための標準設計の作成等ができる体制が整備されれば、他ドナーにとっ

てもプロジェクト形成や調達が迅速に行えるようになる効果が期待できる。また、

本プロジェクトによる能力強化の結果は、これらのドナーの資金協力により、実際

の公共インフラ整備において活用される。これらのことから、本プロジェクトと他ド

ナーの援助活動の間には、高い相乗効果が期待できる。 

 

４．協力の枠組み  

（1）協力概要 

1）上位目標 

公共インフラの災害適応力が強化される。 

（指標） 

公共インフラの防災強化に係る中・長期計画が更新される。 

プロジェクトで作成した標準設計が、MOP に制式化される。 

公共インフラの被災に対する被害調査や緊急復旧が迅速化する。 

公共インフラの防災強化に関する技術者育成研修が毎年行われる。 

 

2）プロジェクト目標 

公共インフラの災害適応力を強化するため、気候変動・リスク管理戦略局の能力

が強化される。 

（指標） 

気候変動・リスク管理戦略局が、年間 60 件以上の公共インフラ防災強化に関す
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る定量的分析を伴う技術診断や提案を行う。 

DACGER が、プロジェクトの最終年に 120 人以上の技術者に対して研修を実施す

る。 

 

3）成果及び活動 

【成果 1】 

DACGER が、公共インフラ（斜面保護、橋梁、河川構造物、都市排水）の防災

強化に関する提案を行い、優先順位に基づいた適切なインフラ強化事業が MOP

により推進される体制が構築される。 

（指標） 

1－1 カウンターパート全員が、インベントリー調査、リスク診断、優先順位付

け、標準設計作成の方法を習得する。 

1－2 業務管理マニュアルに従って、DACGER の提案に基づく計画的なインフ

ラ事業の防災対策が推進される。 

（活動） 

1－1 プロジェクト対象地域の公共インフラ（斜面保護、橋梁、河川構造物、都

市排水）の防災に関するインベントリー調査の作成、見直し及び最新化

を行う。 

1－2 プロジェクト対象地域の公共インフラ（斜面保護、橋梁、河川構造物、都

市排水）に関するリスク診断の見直し及び最新化を行う。 

1－3 プロジェクト対象地域の公共インフラ（斜面保護、橋梁、河川構造物、都

市排水）の防災強化にかかる事業の優先順位付けを行い、中・長期計

画を作成する。 

1－4 現行の防災インフラ計画手法を検証し、エルサルバドルに適した標準設

計を作成する。 

1－5 DACGER の業務管理マニュアルを作成し、活動を通じ最適化する。 

 

【成果 2】 

自然災害の発生に際し、公共インフラ（斜面保護、橋梁、河川構造物、都市排

水）に関する迅速かつ適正な被害調査、緊急復旧作業を実施する体制が構築さ

れる。 

（指標） 

2－1 カウンターパート全員が緊急復旧マニュアルに基づき、被害調査及び緊

急復旧作業の方法を習得する。 

2－2 自然災害発生時、被害調査、緊急復旧作業が実践的緊急復旧マニュア

ルに基づき、的確に行われる。 

（活動） 

2－1 災害発生時におけるインフラの被害調査方法及び緊急復旧作業方法を

検討・確立する。 

2－2 災害発生時において上述 2－1 に基づいた被害調査及び緊急復旧作業

を実施する。 

2－3 上述 2－2 において得られた知見を取り纏め、実践的緊急復旧マニュア

ルを作成する。 
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【成果 3】 

国内の公共インフラの災害適応力強化に関し、技術者育成のための体制が整

備される。 

（指標） 

3－1 4 人以上のカウンターパートが、研修講師となる。 

3－2 DACGER の研修実施体制（カリキュラム、教材、講師、研修計画、フィー

ドバックの仕組み）が整う。 

（活動） 

3－1 国内の技術者に対する研修のためのカリキュラム及び教材を開発する。 

3－2 国内の関係者に対し研修を実施する。 

 

4)プロジェクト実施上の留意点 

・ DACGER は MOP 内において、公共インフラ強化のための戦略を考案する部

局である。この戦略に沿って、MOP 内の道路維持局、道路計画局、道路投

資局や、道路保全基金（FOVIAL）等実際に公共インフラ強化のための工事

等を行う機関が、調査結果及び提案を受入れ活用することにより、防災に資

することとなる。このため、戦略を考案する段階から、これら機関とも協議、情

報共有し、意見交換を行うことが必要である。 

・ DACGER は、MOP 大臣の強いイニシアティブで設立された組織であり、大臣

は、将来的に、中米域内各国、カリブ諸国にも同様の組織を設立し、域内で

の災害発生時には相互に支援を行うシステムの構築を目指している。これを

念頭に、本プロジェクト終了直前をめどに、中米地域諸国等の関係者を対象

とした成果普及セミナーを開催する。 

・ 本プロジェクトは、気候変動適応策と位置づけられる。エルサルバドルにお

いて、気候変動策に関連する環境・天然資源省と情報交換を行うとともに、

市民防災に関連する防災脆弱問題対応庁（SAV）・市民保護局と情報交換を

行い、相乗効果を確保することに留意すべきである。 

 

（2）その他インパクト 

・ エルサルバドルの公共インフラの災害適応力強化を通じ、防災体制について、

現在の災害後の復旧型から、事前の予防を重視する体制にシフトする効果が

期待できる。 

・ DACGER が強化されることで、的確な調査・分析に基づく明確な理由付けと優

先順位を付したプロジェクト候補案件が明らかとなるため、既にインフラ分野に

おいて活動しているドナーにとっても、プロジェクト形成や調達が迅速に行える

ようになる効果が期待できる。 

・ 本プロジェクトでは DACGER の能力強化を目的とするが、プロジェクトの活動の

一環として DACGER によるエルサルバドル内の技術者の研修体制を整備する

計画であり、MOP 内の他部局、道路保全基金（FOVIAL）、地方政府、民間セク

ター、大学等の技術者にも裨益する。 

・ 域内各国の関係者を招聘したセミナー開催やホンジュラスにおける無償資金協

力事業との技術交換により、公共インフラの強化分野における域内協力の素地
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が形成される効果が期待できる。 

 

５．前提条件・外部条件 (リスク・コントロール)  

（1）事業実施のための前提 

・ DACGER の組織が継続し、必要な予算が確保される。 

（2）成果達成のための外部条件 

・ プロジェクト期間中に、DACGER の体制が維持され、特に適切な局長人事及び

必要な技術者数が維持される。 

・ プロジェクトの活動が実施できなくなるほどの大災害が発生しない。 

・ 研修受講者が習得した技術を適用する。 

(3)プロジェクト目標達成のための外部条件 

・ DACGER により、研修実施に必要な予算が確保される。 

(4)上位目標達成のための外部条件 

・ 公共インフラの防災強化を推進する政策が継続する。 

 

６．評価結果  

本事業は、エルサルバドルの開発政策、開発ニーズ、日本の援助政策と十分に合

致しており、また計画の適切性が認められることから、実施の意義は高い。 

 

７．過去の類似案件の教訓と本事業への活用  

エルサルバドルを含む中米 6 ヶ国では、「中米広域防災能力向上プロジェクト」を実

施中であり、エルサルバドルにおいては環境・天然資源省の「国家リスク削減プログ

ラム」で優先とされているヒボア川の早期警報システム SAT4構築などに関して、環境

監視総局5と共に研修会を実施したり、情報交換を行うなどし効果を上げている。本プ

ロジェクトにおいても、リスク情報の入手等において、SNET と連携していく。 

中米においては政権が交代する度に政府職員の大幅な異動があり、技術移転の

成果が減殺されるリスクがある。本プロジェクトでは、MOP の技術者のみならず、民

間セクターや大学等も技術普及の対象に含めていく。 

 

８．今後の評価計画  

（1）今後の評価に用いる主な指標 

４．（１）のとおり。 

（2）今後の評価計画 

事業中間時点 中間レビュー 

事業終了 6 ヶ月前 終了時評価 

事業終了 3 年後 事後評価 
 以 上 

                                                   
4 早期警報システム（Sistema de Alerta Temprana：SAT） 
5 環境監視総局（Dirección General de Observatorio Ambiental） 
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